
（平成２１年７月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 23 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 11 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 1449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年１月から同年３月まで 

    昭和 46 年度１年分の国民年金保険料は未納とされていたところ、領収

書が出てきたことにより、社会保険事務所で納付済みと訂正されたので、

それと同様に、昭和 50 年１月から同年３月までの期間の保険料について

も、私が必ず納付しており、社会保険事務所の記録漏れではないかと思

われるため、未納となっていることは納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国民

年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付し、昭和 53 年４月から 61 年

３月までの期間は付加保険料を含めて納付しているなど、国民年金制度の

関心は高く、納付意識も高かったことがうかがえる。 

   また、申立期間は任意加入期間でその前後の期間は納付済みとなってい

る上、申立人の夫は継続して同一企業に勤務し、経済的に安定していたも

のと考えられ、申立期間についてもその前後の期間と同様に納付していた

と考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年６月から 47 年 11 月まで 

             ② 昭和 47 年 12 月から 48 年 12 月まで 

             ③ 昭和 58 年１月から同年３月まで 

昭和 46 年６月から 47 年 11 月までの国民年金保険料は、Ａ区Ｂ出張所

の窓口にて特例納付で３万円から４万円納付し、同年 12 月から 48 年 12

月までの期間及び 58 年１月から同年３月までの期間の保険料は、夫婦一

緒にＡ区Ｂ出張所の窓口又はＣ銀行Ｄ出張所で納付したはずであり、未

納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間③については、３か月と短期間であり、その前後の期間の記録

は納付済みとなっており、昭和 49 年１月以降の国民年金加入期間は、申立

期間③を除き、国民年金保険料をすべて納付している上、前納制度も利用

しているなど、申立期間③当時の国民年金制度への関心は高く、納付意識

も高かったことがうかがえるので、申立期間③の保険料は納付していたと

考えるのが自然である。 

一方、申立人が所持している年金手帳には、初めて国民年金被保険者と

なった日は昭和 47 年 12 月 30 日である旨が記載されていることから、申立

期間①は国民年金に未加入の期間であり、保険料を納付することができな

い期間である上、特例納付もすることができない期間である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が夫婦連番で払い出された昭和 51

年１月ごろの時点では、申立期間②のうち 47 年 12 月から 48 年９月までの

期間は、時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号



が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）も無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



千葉国民年金 事案 1451 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を

訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年 12 月から 48 年 12 月まで 

             ② 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    昭和 47年 12月から 48年 12月まで及び 58年１月から同年３月までの

国年金保険料は、夫婦一緒にＡ区Ｂ出張所の窓口又はＣ銀行Ｄ出張所で

納付したはずであり、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、３か月と短期間であり、その前後の期間の記録

は納付済みとなっており、昭和 49 年１月以降の国民年金加入期間は、申立

期間②を除き、国民年金保険料をすべて納付している上、前納制度も利用

しているなど、申立期間②当時の国民年金制度への関心は高く、納付意識

も高かったことがうかがえるので、申立期間②の保険料は納付していたと

考えるのが自然である。 

一方、申立人の国民年金手帳記号番号が夫婦連番で払い出された昭和 51

年１月ごろの時点では、申立期間①のうち 47 年 12 月から 48 年９月までの

期間は、時効により保険料を納付できない期間であり、別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無く、ほかに申立期間①の保険料を納付していたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 1452 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年４月から同年９月まで 

私の母親が、Ａ県のＢ町役場で国民年金の加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料は私がＣ銀行Ｄ支店で納付したはずであり、未納とな

っていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度に 20 歳時から加入し、申立期間は６か月と短期

間であり、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人は、種別変更及び厚生年金保険から国民年金への切替手続

を適正に行っているなど、国民年金制度への関心は高く、保険料の納付意

識も高いことがうかがえる。 

さらに、申立期間の前後は納付済みとなっており、申立期間の前後を通

じて申立人の生活状況に大きな変化は見られず、申立期間についても、そ

の前後と同様に納付されたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。



千葉国民年金 事案 1453 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年４月から 43年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年４月から 43 年３月まで 

私は昭和 38 年１月から 43 年 12 月まで双子の弟と同居し、自営業を共

同で営んでおり、弟が私と弟自身の国民年金保険料二名分を納付してい

たが、弟の申立期間の保険料は納付済みであるのに、私の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、申立人の弟の事業を手伝っており、申立人の

国民年金保険料はその弟が納付していたと主張するところ、申立人が国民

年金手帳を管理していた弟と同居した経緯等、申立内容に特段不自然さは

認められない。 

   また、申立期間については、12 か月と短期間であるとともにその前後の

保険料は納付済みとなっており、その前後を通じて申立人の居所や仕事に

変更は無く、申立人の生活状況に大きな変化は認められないことから、申

立期間についても納付されたと考えるのが自然である。 

   さらに、申立期間当時、申立人と同居していたとする申立人の弟は、申

立期間の保険料が納付済みである上、申立人の弟から、「申立期間について、

兄の保険料を含めて二名分を納付していた。」との証言が得られている。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1454 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 38 年８月から 39 年３月までの期間及び 39 年７月から 40

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

られることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等  

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年８月から 39 年３月まで 

         ② 昭和 39 年７月から 40 年３月まで 

  昭和 40 年２月か同年３月ごろ、Ａ区役所から 38 年８月からの国民年

金保険料が未納となっていると電話連絡があり、Ｂ銀行Ｃ支店で申立期

間①及び②の保険料を一括納付した。その後、区の職員から保険料が振

り込まれ、以後滞ることなく保険料を納付すれば満額の年金が受給でき

るとの電話連絡があったのに申立期間の保険料が未納となっているのは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月の国民年金制度発足時から国民年金に加入し、 

国民年金保険料を継続的に納付しており、年金制度に対する意識が高かっ

たものと考えられるとともに、申立期間を除き 60 歳になるまで保険料をす

べて納付済みであり、途中からは、前納制度を利用しているなど、保険料

の納付意欲も高かったものと認められる。 

また、申立人は、昭和 40 年２月か３月ごろ、区役所から 38 年８月から

の保険料が未納となっている旨の連絡があり、銀行の支店から保険料を一

括納付したと主張しているところ、申立期間①は８か月、②は９か月と比

較的短期間であり、申立内容にある当該銀行の支店が、申立期間当時既に

存在しており、申立人が保険料を過年度納付することは可能であったこと

から、申立内容に特段不合理な点は見当たらない。 

さらに、納付記録をみても、当時は３か月ごとに保険料が納付されてい

たが、申立期間①は８か月となっており、その納付周期と合致せず、不自

然な記録となっている。  

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1455 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の平成２年５月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年５月 

    私は、会社を退職後、Ａ役場で国民年金に加入し、国民年金保険料は

滞ることなくきちんと納めていた。年金のことが問題となったので、自

分の年金記録を調べてもらったところ、１か月だけ記録が無いと知らさ

れた。平成２年５月分の保険料を納めていなかったのなら、何故、何の

連絡も無かったのか疑問であり、納付したはずの保険料が未納であるこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務していた会社を退職直後から平成８年３月に第３号被保

険者となるまで、申立期間及び厚生年金保険加入期間を除き、国民年金保

険料を納付し続けており、納付意識は高かったと認められる。 

また、申立期間の前後は長期間納付済みである上、社会保険庁のオンラ

イン記録により、申立期間前後は現年度納付していることが確認でき、申

立期間の１か月だけを納付しなかったとは考え難い。 

さらに、申立人が納付したとする保険料額は、当時の保険料月額とほぼ

一致しており、申立内容に不自然さは見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1456 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 47年 12月から 48年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年 12 月から 48 年３月まで 

    私は知人に勧められ、Ａ市役所で昭和 47 年 12 月に国民年金の加入手

続をした。国民年金保険料は、加入手続の際に同市役所国民年金課で納

付したと思う。私は、夫が転勤の都度、転居先の市役所で国民年金の納

付記録を確認しており、各市役所で私の年金記録に未納が無いことを確

認し安心していた。私の年金記録が未納とされていることは納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年 12 月に国民年金の任意加入手続を行ったと主張し

ているところ、申立人が所持する国民年金手帳の発行日（47 年 12 月９日）

とも符合し、申立人が加入した動機を踏まえると、加入直後の申立期間の

国民年金保険料を未納にしていたとは考え難い。 

   また、申立人は、国民年金加入後の昭和 48 年４月から第３号被保険者と

なる前月の 61 年３月まで保険料を納付し続けている上、昭和 48 年度の保

険料は前納し、保険料改定による不足分（1,050 円）も追納するなど、納

付意識が高かったと認められる。 

   さらに、申立人が納付したとする金額は、申立期間当時の保険料（４か

月分）にほぼ一致し、申立期間は４か月と短期間である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年５月及び同年６月の国民年金保険料については納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年５月及び同年６月 

    私は、昭和 50 年 12 月ごろ、Ａ市で国民年金の任意加入手続を行い、

Ｂ市に転居した当初は納付書により保険料を納めていたが、58 年ごろか

ら口座振替で保険料を納めていた。58 年５月及び同年６月の保険料が引

き落とされていなかったとの知らせは無く、申立期間の保険料が未納と

されているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年 12 月 11 日に国民年金に任意加入し、申立期間を除

き、第３号被保険者になる前月の 61 年３月までの期間の保険料を納付し続

けている上、夫が厚生年金保険の被保険者でなくなった 62 年４月からは、

第１号被保険者として 60 歳になる前月の平成 12 年２月までの期間の保険

料を納付し続けていることから、納付意識は高かったと認められる。 

また、社会保険庁の電算記録により、昭和 59 年 12 月６日に過年度納付

書が作成されたことが確認でき、その作成時期から申立期間に係る過年度

納付書と推認でき、申立期間が２か月と短期であることを考え併せると、

納付したものと考えるのが自然である。 

さらに、申立期間は任意加入期間でその前後の期間は納付済みとなって

おり、申立期間の前後を通じて申立人の生活状況に大きな変化はみられな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



千葉国民年金 事案 1458 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年７月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月から 46 年３月まで 

昭和 45 年７月から 46 年３月まで国民年金保険料が未納となっている

が、Ａ区の集金人に保険料を確かに納付した記憶があるので、未納とさ

れているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 39 年＊月に国民年金の被保険者資格を強

制で取得後、結婚後も任意加入し、61 年４月に第３号被保険者となるまで、

申立期間を除いて国民年金保険料を納付し続けており、夫が厚生年金保険

の被保険者でなくなった際の種別変更手続も適切に行っていることから、

国民年金制度への理解と納付意識の高さがうかがえる。 

   また、申立人は、申立期間当時、Ａ区のアパートに集金人が集金に来て

おり、その集金人に申立期間の保険料をまとめて払い、「昭和 46 年４月か

ら納付方法が変わり、これが最後の集金だ。」と言われたと述べていると

ころ、Ａ区において印紙検認方式から納付書方式に変更されたのは昭和 46

年度で、それまでは集金人もいたことを確認済みであり、申立人の主張に

不自然さは無い。 

   さらに、申立期間は９か月と短期間である上、申立期間前後において、

保険料が未納となるような生活状況の変化が認められないことから、申立

期間は納付していたと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。  



                      

  

千葉厚生年金 事案858 

 

第１ 委員会の結論  

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 59 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年２月１日から11年８月２日まで 

    私の平成８年２月から11年７月までの標準報酬月額が、知らないうち

に引き下げられている。標準報酬月額が訂正されていることについては

全く心当たりが無いので、引き下げられた標準報酬月額を正当なものに

戻してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社は、平成 11 年８月２日に休業を理由に厚生年金保険の適用

事業所でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、同

月 23 日付けで、申立人の当該事業所における厚生年金保険の標準報酬月

額の記録が、８年２月から 11 年７月までの期間について 59 万円から９万

2,000 円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所

において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により、取締役であった

ことが確認できるが、複数の元同僚が「申立人は一貫して営業部門を担当

しており、社会保険事務を含めた経理及び会社経営にかかわっていなかっ

た。」と証言していることから、申立人は、標準報酬月額の遡及訂正処理

に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、59万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案859 

 

第１ 委員会の結論  

申立人のＡ社における資格喪失日は、平成10年１月１日であると認めら

れることから、当該期間に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年12月１日から10年１月１日まで  

    私は、Ａ社を平成９年12月31日付けで退職し、12月分の給与から、厚

生年金保険料を引かれていた。申立期間について被保険者であったと認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された雇用保険受給資格者証、給与支給明細書の写し

（平成10年１月分）及び預金通帳の写しにより、申立人は、昭和57年３月

21日から平成９年12月31日に離職するまでの期間、Ａ社に継続して勤務し、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、社会保険庁のオンライン記録において、Ａ社は、休業を理由に平

成９年12月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、そ

の約６か月後の10年５月15日付けで、申立人の被保険者資格喪失日に係る

記録が同年１月１日から９年12月１日に遡及
そきゅう

さらに、当該事業所においては、平成10年５月15日付けで、18人が９年

12月１日に資格喪失した旨の処理が行われた上、申立人のほかに17人の資

格喪失日に係る記録が９年12月１日に遡及して訂正されたことが確認でき

る。 

して訂正されていることが確

認できるが、社会保険事務所において、このような処理を行う合理的な理

由は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人の資格喪失日の記録訂正は有効な



                      

  

ものとは認められず、申立人の当該事業所における資格喪失日は、当初の

記録どおり10年１月１日であると認められ、また、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額は、平成９年11月の社会保険事務所の記録から、26万円と

することが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年 12 月１日から 42 年１月１日ま

での期間については、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）

における資格喪失日に係る記録を昭和 42 年１月１日に訂正し、当該期間

に係る標準報酬月額を２万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が、申立期間のうち、昭和 41 年 12 月１日から 42 年１月

１日までの期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、明らかではないと認められる。 

一方、申立人は、申立期間のうち、昭和 36 年４月１日から 41 年 12 月

１日までの期間及び 43 年 12 月３日から 44 年６月１日までの期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月１日から 41 年 12 月１日まで 

② 昭和 41 年 12 月１日から 42 年１月１日まで 

③ 昭和 43 年 12 月３日から 44 年６月１日まで 

    私は、厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所で確認したところ、

Ａ事業所に勤務した昭和 36 年４月１日から 41 年 12 月１日までの期間

及びＣ事業所に勤務した 43 年 12 月３日から 44 年６月１日までの期間

については、脱退手当金が支給されていると言われたが、脱退手当金の

対象期間にＤ事業所の３か月が含まれていないし、私が脱退手当金を請

求した場合は、Ｄ事業所の加入期間を含めて請求したはずであり、脱退

手当金を受け取ったことについて納得できない。 

また、私はＡ事業所には、昭和 41 年 12 月 31 日まで勤務していたの

に、当該事業所の厚生年金保険被保険者期間が同年 12 月１日までとな

っており、１か月抜けていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、Ｂ事業所が保管する厚生年金保険被保険者名

簿及び人事記録並びに事業主回答から判断すると、申立人は、申立期間



                      

  

にＡ事業所に継続して勤務し、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、昭和 41 年 11 月の社会

保険事務所の記録から、２万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかではないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間①及び③については、申立期間③に係る事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に記載された女性のうち、脱退手当金の支給記

録があるのは申立人だけであることから、申立人の委任に基づき、事業

主による代理請求がなされた可能性は低いものと考えられる。 

また、脱退手当金を支給する場合は、本来、過去のすべての厚生年金

保険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間③よ

り前の被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。しかしながら、申立期間①及び③の厚生年金保険の記号番号は同

一番号となっているが、申立期間③より前の記号番号は別番号で、かつ、

３か月と短期間であることから、失念した可能性がある。 

さらに、申立期間③の月数は、６か月と短く、申立期間①と合算する

ことにより初めて脱退手当金の受給資格を有すること、及び申立期間①

及び③の記号番号が同一であることから、脱退手当金の請求を申立人自

らが行った可能性を否定し得ない。 

加えて、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間③に係

る厚生年金保険資格喪失日から約６か月後の昭和 44 年 11 月 21 日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立期間①及び③の被保険者期間は、同一の記号番号で管

理されているところ、申立期間③後の４回の厚生年金保険被保険者期間

は同一番号であり、かつ、申立期間とは別の番号となっており、脱退手

当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然である。 

なお、申立期間③の事業所を退職後、強制加入期間があるにもかかわ

らず国民年金に加入していないことから、年金に対する意識が高かった

とは考え難い上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①及び③に係る脱退手当金を受給していないとは認めることは

できない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 861  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社(現在は、Ｂ社)における

資格喪失日に係る記録を昭和 40 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 31 日から同年４月１日まで 

私は、昭和 39 年４月から 40 年３月までＡ社に勤務していた。厚生年

金保険の加入期間について社会保険事務所へ照会したところ、40 年２

月までが加入期間であるとの回答をもらったが、当時の失業保険被保険

者離職票によると離職日欄に同年３月 31 日と記載されており、同年３

月までが厚生年金保険の被保険者であるはずなので、記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び事業主への照会回答書から判断すると、申立人は、

Ａ社に昭和 40 年３月 31 日まで勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、失業保険被保険者離職票

及び昭和 40 年２月の社会保険事務所の記録から、２万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 40

年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月

31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月分



                      

  

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保

険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 862 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、平成５年２月から同年９月

までの標準報酬月額の記録を 47 万円、同年 10 月に係る標準報酬月額の記

録を 44 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年２月１日から同年 11 月 30 日まで 

    社会保険事務所職員から、私の平成５年２月から同年 10 月までの期

間の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して８万円に訂正されている旨の説明があった

が、当時は、40 万から 45 万円ぐらいの報酬であったので、この記録に

は納得できない。遡及訂正前の標準報酬月額に戻してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成５年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いるところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌月の同年 12 月

21 日付けで、申立人の申立期間における標準報酬月額の記録が５年２月

から同年９月までの期間については 47 万円が８万円に、同年 10 月につい

ては 44 万円が８万円に遡及して訂正されていることが確認できるが、社

会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当たら

ない。 

   また、申立人は、昭和 61 年９月 19 日からＡ社の取締役であったことが

当該事業所の商業登記簿謄本から確認できるが、申立人は、「事業主から

名前だけと頼まれて取締役に就任したが、退職前に取締役退任届を提出し

た。」と述べており、同社の経理担当職員も「申立人が役員であったこと

は知らなかった。」と供述している上、当該事業所において申立人の雇用

保険の加入記録が認められることから、申立人が、当該標準報酬月額の訂

正処理に関与していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間において標準報酬月額に係る有



                      

  

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬

月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出たとおり、平成５年２月か

ら同年９月までは 47 万円、同年 10 月は 44 万円に訂正することが必要で

ある。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 863 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年９月 19 日から 42 年５月 17 日まで 

    社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間については脱

退手当金が支給済みとのことであったが、脱退手当金を受け取った記憶

は無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記

載された女性のうち脱退手当金の支給記録があるのは申立人のみであるこ

とから、申立人の委任に基づき、事業主による代理請求がなされた可能性

は低いものと考えられる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日は昭和 42 年５月 17

日となっていることから、脱退手当金の請求は、資格喪失日以降に行われ

たと考えられるが、申立人の当該事業所における雇用保険の離職日は、同

年２月 28 日であること、及び事業主の親族の証言から申立人の退職日が

同年３月 29 日以前であると考えられることから、申立人が脱退手当金の

裁定請求書を適切に記入し提出することは困難である。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、昭和 42 年 12 月 13 日に支給決定が

なされているところ、申立人は、同年５月に婚姻し、改姓しているが、上

記名簿及び厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿の申立人の氏名は旧

姓のままとなっており、申立人が脱退手当金の請求を行ったとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 864 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 28 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から同年 12 月 30 日まで 

    私は、Ａ区Ｂに在ったＣ社に平成７年２月１日から９年 12 月 30 日ま

で勤務し、厚生年金保険に加入していたが、今般、Ｄ社会保険事務所か

ら、同年８月１日から同年 12 月 30 日までの標準報酬月額が当初の 28

万円から 11 万円に減額訂正されている旨の説明を受けた。事業主から

当該減額について説明された記憶が無いので、調査の上、その記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人

の申立期間に係る標準報酬月額は、28 万円と記録されていたが、Ｃ社が

適用事業所でなくなった平成９年 12 月 30 日より後の 10 年２月３日付け

で、申立人の標準報酬月額の記録が９年８月から同年 11 月までの期間に

ついて 28 万円から 11 万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、

社会保険事務所において、このような処理を行うべき合理的理由は見当た

らない。 

   また、申立人は、当該事業所の閉鎖登記簿謄本により申立期間当時監査

役であったことが確認できるが、事業主は、「申立人については、当該事

業所の法人登記に必要な役員の人数が足りなかったため、名義上、監査役

として登記しただけである。」と述べており、申立人も「監査役としての

業務に従事したことは無く、担当業務は、伝票整理及び雑務に限られてい

た。」旨供述していることから、申立人は、当該標準報酬月額の遡及訂正

処理に関与していないと認められる。 



                      

  

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、28 万円と訂正することが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 865 

 

第１ 委員会の結論 

      事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 22 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 11 月 18 日から６年７月 30 日まで 

    社会保険庁の記録では、平成５年 11 月から６年６月までの標準報酬

月額が８万円となっているが、誤りであると思うので、当該期間の標準

報酬月額を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社は、平成６年７月 30 日に休業を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、その翌月

の同年８月８日付けで、申立人の申立期間における標準報酬月額の記録が

22 万円から８万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会

保険事務所において、このような処理を行うべき合理的な理由は見当たら

ない。 

   また、当該事業所の閉鎖登記簿謄本の役員欄に申立人の氏名は無く、元

事業主が、「申立人は雑用と経理事務の手伝いをしていただけで、社会保

険事務を含めた会社経営にはかかわっていない。」と証言していることか

ら、標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していないと認められる。 

   これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、22 万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 866 

 

第１ 委員会の結論  

事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を平成５年 10 月から７年９月までは 20 万円、同年 10

月から８年２月までは 22 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年 10 月１日から平成８年３月 31 日まで 

    社会保険庁の記録では、平成５年 10 月から８年２月までの厚生年金

保険加入期間の標準報酬月額が 11 万円となっているが、当時の月給は

20 万円くらいであったと記憶しているので、当該期間の標準報酬月額

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成８年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

いるところ、社会保険庁のオンライン記録により、その２か月後の同年５

月 30 日付けで、申立人の申立期間における標準報酬月額の記録が５年 10

月から７年９月までの期間については 20 万円から 11 万円に、同年 10 月

から８年２月までの期間については 22 万円から 11 万円に、それぞれ遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できるが、社会保険事務所において、この

ような処理を行うべき合理的理由は見当たらない。 

また、申立人はＡ社で経理事務を担当していたが、複数の元同僚の証言

により、業務の実態は社長の指示・命令に従い日々の雑費等を記帳する日

記帳の管理をしていただけで、社会保険事務を含めた経理及び会社経営に

はかかわっていないと認められることから、標準報酬月額の遡及訂正処理

に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、標準報酬月額の記録訂正は有効なものと

は認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保

険事務所に当初届け出たとおり、平成５年 10 月から７年９月までは 20 万

円、同年 10 月から８年２月までは 22 万円とすることが妥当である。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 867  

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する

標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を 34 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年 10 月１日から９年４月 15 日まで 

平成８年 10 月から９年３月まで、私は約 30 万円以上の月給をもらい、

保険料もそれに見合う金額が控除されていたが、標準報酬月額が９万

2,000 円となっているので、給与相当の標準報酬月額に訂正してほしい。 

私は、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）の理事でなく、標準報酬月額が

引き下げられていたことも知らなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録においては、当初、申立人

の申立期間の標準報酬月額は申立人が主張する 34 万円と記録されていた

が、Ａ事業所が適用事業所でなくなった日（平成９年４月 15 日）より後

の同月 18 日付けで、８年 10 月１日から９年４月 15 日までの標準報酬月

額が９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して引き下げられている上、申立人と同様に標準

報酬月額が遡及して引き下げられている者が複数確認できる。 

また、当該事業所の回答及び申立人の供述から、申立人は、理事ではな

かったことが認められる上、当該事業所の給与台帳に記載された給与支給

額及び厚生年金保険料控除額は、遡及訂正前の標準報酬月額に相当するも

のであったことが確認できる。 

さらに、当該事業所を所管していた社会保険事務所には、当該事業所に

係る資料が残されておらず、申立人が標準報酬月額を遡及して引き下げる

手続に関与していたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は認められ

ない。 

これらを総合的に判断すると、かかる訂正処理を行う合理的な理由は無

く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認

められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事



                      

  

務所に当初届け出たとおり、34 万円と訂正することが妥当である。 

 



                      

  

千葉厚生年金 事案 868 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和42年８月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月 31 日から同年８月１日まで 

昭和 42 年分給与所得の源泉徴収票に記載があるとおり、私は、Ａ社

に同年７月 31 日まで勤務しており、社会保険庁の記録において資格喪

失日が同日になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が保管する申立人の人事記録、雇用保険の加入記録及び申立人が

所持する源泉徴収票により、申立人はＡ社に昭和 42 年７月 31 日まで勤務

し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 42 年６月の社会保険

庁の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主が保管する厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書によ

り申立人の資格喪失日が昭和 42 年７月 31 日と届け出られたことが確認で

き、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案869 

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ本店における資格取得

日に係る記録を昭和 57 年５月 17 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

30 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年５月17日から同年６月１日まで 

私は、昭和39年４月１日にＡ社に入社し、平成14年３月31日に退社す

るまで継続して勤務しており、申立期間において同社Ｃ本店からＢ本店

へ転勤したが、この間の記録が欠落しているので、記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主が申立人に交付した経歴書、Ｄ社健康保険組合の加入記録及び雇

用保険の加入記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和

57年５月17日に同社Ｃ本店から同社Ｂ本店に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 57 年６月の社会保険

事務所の記録から、30 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人に係るＡ社Ｂ本店における厚生年金保険被保険

者資格の取得日を誤って届け出たことを認めていることから、事業主が申

立人の資格取得日を昭和 57 年６月１日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年５月の保険料の納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 870  

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 54 年 12 月 26 日であると認

められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 54 年９月から同年 11 月までの標準報酬月額は、同年９月は

24 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 26 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年５月から 49 年４月 1 日まで 

② 昭和 53 年６月 21 日から同年 12 月 31 日まで 

③ 昭和 54 年９月 30 日から同年 12 月 27 日まで 

④ 昭和 60 年１月から 62 年３月１日まで 

私は、申立期間①、②及び④について、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社へそれ

ぞれ勤務していた。年金記録をみるとこれらの期間が厚生年金保険の

被保険者となっていないので記録を訂正してほしい。 

また、申立期間③について、Ａ社を退職したのは、昭和 54 年 12 月

26 日であり、資格喪失日が同年９月 30 日になっているのは納得いかな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、雇用保険の加入記録により、申立人が申立

期間を含めて昭和54年３月１日から同年12月26日までＡ社に勤務して

いたことが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿（紙台帳）により、同社が昭和55年３月18日付けで54年９月

30日に遡及
そきゅう

して適用事業所でなくなる旨の処理を行っていることが確

認できるところ、申立人の資格喪失日が、当初、54年12月26日（喪失

の受付年月日は55年１月12日）と記載されていたものを、55年３月18

日付けで54年９月30日に遡及して訂正されていることが確認できる上、



                      

  

申立人と同様に、資格喪失日の訂正又は算定取消処理が行われている

者が多数確認できるが、社会保険事務所において、このような処理を

行うべき合理的理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、資格喪失日に係る記録訂正は有効な

ものとは認められず、申立人の資格喪失日は、訂正前の当初の記録の

とおり昭和54年12月26日であると認められる。 

また、申立人の申立期間③に係る標準報酬月額については、当該期

間に係る社会保険事務所の記録から、昭和54年９月については、24万

円に、同年10月及び同年11月については、26万円とすることが妥当で

ある。 

 

２  申立期間①については、元同僚の証言により申立人がＢ社に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかし、申立人は当該事業所に係る雇用保険の加入記録が無い。 

また、社会保険事務所が保管するＢ社の被保険者名簿において、申

立期間に係る健康保険整理番号は連番で欠番は無く、申立人の名前は

無い。 

さらに、Ｂ社は、昭和49年９月30日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主は既に他界し、申立期間当時の勤務実

態は不明である上、ほかに申立人の申立期間における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

３  申立期間②については、雇用保険の加入記録により、申立人は、申

立期間②のうち昭和53年９月11日から同年12月30日まではＣ社に勤務

していたことが確認できるが、それ以前から勤務していたことをうか

がえる事情は見当たらない。 

また、社会保険事務所が保管するＣ社の被保険者名簿において、申

立期間②に係る健康保険整理番号は連番で欠番は無く、申立人の名前

は無い。 

さらに、Ｃ社は、昭和57年３月26日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主と連絡がとれないことから、申立期間

②当時の勤務実態は不明である上、当時の同僚も連絡先が不明であり、

同社の関係者に聴取しても、厚生年金保険料の控除に係る供述を得る

ことができず、ほかに申立人の申立期間②における厚生年金保険料の



                      

  

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

  

４ 申立期間④については、複数の元同僚の供述により、申立人がＤ社

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所になったのは、昭和61年

５月１日であり、社会保険事務所が保管する同社の被保険者名簿にお

いて、同日に資格取得した９人の中に申立人の名前は無い。 

また、申立人は、Ｄ社に昭和62年２月ごろまで勤務していたと主張

しているが、申立人が次に勤務したＥ社において、61年10月２日に雇

用保険加入の被保険者資格を取得していることが確認でき、申立人の

同社における勤務期間についての記憶があいまいである。 

さらに、Ｄ社は、平成５年12月30日に厚生年金保険の適用事業所で

なくなっており、当時の事業主は既に他界し、申立期間④当時の勤務

実態は不明である上、ほかに申立人の申立期間④における厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間④に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 

 

 



千葉国民年金 事案 1459 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年７月から 51年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月から 51 年３月まで 

社会保険庁が管理する私の年金記録のうち、申立期間については、新

聞で 10 年間分の国民年金保険料をさかのぼって納付できることを知り、

昭和 54 年ごろ、妻が一括で納付したはずであり、未納と記録されてい

ることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年に約 10 年間の未納分を一括納付したと主張してい

るが、一括納付したとする金額は、申立期間の国民年金保険料を納付した

場合の額と大きく異なっている。 

   また、申立人本人は、保険料の納付に関与しておらず、保険料納付の具

体的な状況等が不明である。 

   さらに、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）も無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1460 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59 年６月から平成５年２月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年６月から平成５年２月まで 

    私の国民年金が未納と記録されている昭和 59 年６月から平成５年２

月までの期間は、自分の店を開店し繁盛していたので経済的にも困って

おらず、売上を毎日集金に来ていたＡ信用金庫の職員から「未納の部分

があるので納付できる部分は払った方がよい。」と言われて、過去の未納

分も含めて納付したはずであり、一緒に国民年金保険料を納付していた

妻の 59年６月から 61年３月までの期間及び 61年６月から平成５年２月

までの期間は納付済みとなっているのに、私の記録が未納になっている

のは納得がいかないので記録の訂正をしていただきたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ信用金庫の職員に「国民年金保険料の未納分がある。」と言

われて保険料を納付したと主張するが、同信用金庫には申立人等の国民年

金の納付記録が無いので、未納者に対する納付勧奨をするとは考え難く、

申立内容が不自然である上、同信用金庫は既に経営破綻しており、申立期

間当時の状況等の聴取はできない。 

   また、申立人には申立期間以外にも未納又は未加入期間が散見され、申

立期間は、厚生年金保険被保険者資格喪失後から国民年金申請免除の期間

に挟まれた期間で、妻の納付状況とは異なっている上、８年９か月もの長

期にわたり保険料の収納記録が欠落しているとは考え難い。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確 

定申告書等)が無く、申立人自身は、保険料の納付に関与していないため、

保険料の納付状況等が不明である。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1461  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年６月から 41年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月から 41 年３月まで 

私は、昭和 39 年 10 月に結婚したとき、独身時に加入していた厚生年

金保険を脱退してしまったが、婚姻届を出す時に５年間さかのぼって国

民年金に加入できると聞いた。厚生年金保険を脱退したことを大変後悔

していたので、私は後日夫と一緒にＡ区役所に行き、５年間さかのぼっ

て二人分の国民年金保険料を一括納付した。保険料を納付したのに、未

納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の夫と共に昭和 39 年 11 月から 40 年ごろＡ区役所で、

５年間さかのぼって国民年金保険料を一括納付したと主張しているが、国

民年金手帳の発行日から加入手続を行ったと推認される 40 年 10 月の時点

では、申立期間のうち 38 年６月以前は時効により保険料を納付できない期

間である上、その当時は、特例納付制度が実施されていないことから、５

年間さかのぼって保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、さかのぼって一括納付したとする時期及び納付状況に

ついて、結婚後間もないころ（昭和 39 年 11 月から 40 年初めごろ）に区役

所で受け取った納付書で納付したと申述している一方、国民年金の加入手

続を行う前で、国民年金手帳を所持していなかったとも申述しており、申

立内容には不自然さがうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1462 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 42年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 42 年３月まで 

    私は、昭和 47 年に、離婚後、いつごろであったか忘れたが、老後のこ

とを考え、国民年金に加入したいとＡ市役所に連絡したところ､女性職

員が｢集金に伺います。｣と答え、男性職員が集金に来て､10 万円ぐらい

を納付したが、領収書は受け取らなかったことを記憶している。国民年

金が始まった時から納付したはずなのに、申立期間について未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、社会保険事務所保管の国民年金手帳

記号番号払出簿の送付年月日及び前後の任意加入者の加入時期から、昭和

50 年 10 月に払い出されたと推認できるところ、この時点において、申立

人の 50 年４月から 60 歳到達までの国民年金保険料の納付可能月数は 205

か月であり、国民年金の受給資格を得るのに必要な 300 か月を充たすため

には 50 年４月以前の保険料を 95 か月納付する必要があったことから、申

立人は特殊台帳に記録されている 42 年４月から 50 年３月の期間について

特例納付及び過年度納付を行ったものと考えるのが自然である。 

   また、第２回目の特例納付期間において､申立期間を含む昭和 36 年４月

から 50 年３月までの過年度納付及び特例納付に必要な金額は申立人が納

付したと申述している 10 万円程度とは大きく異なっている。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）も無く､ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1463 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年９月から 51年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年９月から 51 年５月まで 

    私は、昭和 48 年に会社を退職し、個人でＡ事業所を経営していたが、

妻に｢国民年金に加入したら。｣と勧められ 48 年か 49 年ごろ、妻がＢ区

役所で加入手続を行い、薄茶色の年金手帳を受け取り､国民年金保険料

は区役所か郵便局で納付した。加入後に､Ｃ市に引っ越したので、２、

３か月しか納付してないと思うが、妻がはっきりと憶えているので、申

立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付について、申

立人の妻が行ったとしているが、妻の記憶が不明確なため、具体的な加入

手続及び保険料の納付状況は不明であり、保険料は２、３か月しか納付し

ていないと申述しつつ、申立期間は 33 か月となっているなど申立内容が

曖昧
あいまい

である。 

   また、申立人について、他の国民年金手帳記号番号の有無を確認するた

め誤読の可能性のある数十種類の氏名での検索を行ったが、手帳記号番号

が払い出された記録は一切見当たらず、申立期間に厚生年金保険の加入期

間も含まれ、申立人の主張には、不自然さが見受けられ、申立期間以外に

も複数の未加入期間がみられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く､ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1464 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 41 年３月まで 

私は、昭和 39 年 10 月に婚姻届を区役所に出したとき、５年間さかの

ぼって国民年金に加入できると聞いた。39 年 11 月から 40 年ごろ、私は

妻と一緒に区役所に行き、５年間さかのぼって二人分の国民年金保険料

を一括納付した。保険料を納付したのに、未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の妻と共に昭和 39 年 11 月から 40 年ごろＡ区役所で、

５年間さかのぼって国民年金保険料を一括納付したと主張しているが、国

民年金手帳の発行日により加入手続を行ったと推認される 40 年 10 月の時

点では、申立期間のうち 38 年６月以前は時効により納付できない期間であ

る上、特例納付制度も実施されていないことから、５年間さかのぼって保

険料を納付することはできない。 

また、申立人は、さかのぼって一括納付したとする時期及び納付状況に

ついて、結婚後間もないころ（昭和 39 年 11 月から 40 年初めごろ）に区役

所で受け取った納付書で納付したと申述している一方、国民年金の加入手

続を行う前は、国民年金手帳を所持していなかったとも申述しており、申

立内容には不自然さがうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。



千葉国民年金 事案 1465    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年２月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月 

    私は、平成４年２月６日にＡ事業所を退職後に、国民年金及び国民健

康保険の加入手続のためＢ町役場へ行ったところ、同月 16 日から次の

勤務先に勤務するのであれば手続はしなくていいと言われた。次の勤務

先に勤めてから何か月かして、Ｂ町役場からか社会保険事務所からかは

定かでないが、郵便で 9,000 円くらいの国民年金保険料の納付書が届き、

Ｂ町内の金融機関で支払った覚えがあるので未加入となっているのは

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤めていた事業所を退職後の平成４年２月にＢ町役場に出向

いたが、すぐに再就職すると説明し、国民年金の加入手続を行わなかった

こと、及び再就職先での正式採用が同年３月１日であったことを認めてい

る上、申立人の基礎年金番号は、厚生年金保険に加入していた平成９年に

付与され、それ以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料 

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉国民年金 事案 1466 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の昭和 42 年３月から 43 年２月までの期間及び 43 年３月から同 

年 10 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月から 43 年２月まで 

         ② 昭和 43 年３月から同年 10 月まで 

    社会保険業務センターから送付された被保険者記録照会回答票（平成

16 年２月 26 日付け）には、昭和 42 年３月 31 日から 43 年 10 月 27 日ま

で（19 か月）の国民年金保険料が納付済みと記載されていた。 

その後、ねんきん特別便（平成 20 年３月 19 日付け）には、昭和 43

年３月１日から同年 11 月１日まで（８か月）の厚生年金保険の記録が

判明し、国民年金の納付済み期間が 42 年３月 31 日から 43 年３月１日

（12 か月）までに書き換えられていた。 

勝手に台帳を書き換えられた上、申立期間①が未納とされ、申立期間

②の重複保険料が還付されていないのは納得できない。 

                                                                     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する年金手帳の記録から、申立人は、当初昭和 53 年６月

19 日に国民年金に任意加入していることが確認できる一方、国民年金の

「初めて被保険者になった日」が 53 年６月 19 日から 42 年３月 31 日に訂

正されていることが確認でき、この資格記録の訂正については、社会保険

庁の電算記録により、62 年２月 18 日付けで処理されていることが確認で

きる上、平成 18 年 11 月 29 日付けで新たに記録が確認できた申立期間②の

厚生年金保険の加入期間が追加されていることが確認できる。 

以上の調査結果から、申立人が任意加入手続を行った昭和 53 年時点に 

おいては未加入期間として取り扱われていた申立期間について、申立人が

別の国民年金手帳記号番号の払出しを受けて、申立期間の保険料を納付し



たとは考え難い上、申立期間②は、53 年時点で未加入だった期間が 62 年

時点で未納期間になり、さらに平成 18 年時点で厚生年金保険の加入期間と

して判明した期間であることから、申立期間②について保険料の重複納付

が行われたとの申立人の主張は認められない。 

なお、申立人は、平成 16 年２月 26 日付けの「被保険者記録照会回答票」

と 20 年３月 19 日付けのねんきん特別便の「年金記録のお知らせ」の記載

内容に相違があり、納付記録が書き換えられていると主張しているが、申

立人が納付記録と主張している月数は国民年金への加入月数のことであり、

両通知において納付月数に不自然さは認められない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が国民年金保険料を納付していたものと認めることはで

きない。 



千葉国民年金 事案 1467                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年８月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年８月から 50 年３月まで 

        申立期間については、結婚を契機に昭和 45 年８月ごろにＡ市役所Ｂ出

張所で夫婦同時に加入手続を行い、その後は妻が夫婦二人分の国民年金

保険料を毎月納付していたのに未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、

昭和 50 年 10 月ごろに夫婦連番で払い出されていることが確認でき、申立

人が加入したと主張する 45 年８月前後の払出簿を縦覧したが、申立人及び

その妻の氏名は無く、申立人が所持する国民年金手帳の記載から、20 歳に

なった 37 年にさかのぼって国民年金被保険者資格を強制で取得している

ことが確認できる。 

   また、申立人が所持する加入時に交付されたとする年金手帳は、昭和 49

年 11 月以降に発行されたオレンジ色調のものであり、45 年８月に加入手

続を行ったのであれば、別の色調の年金手帳が交付されたはずである上、

45 年ごろは、印紙検認方式による保険料の徴収が行われていたが、申立人

は印紙による保険料納付の記憶が無く、当時の保険料月額についての記憶

も無い。 

   さらに、申立人は、その妻が夫婦二人分の保険料を納付していたと主張

しているが、その妻も申立期間が未納となっている上、申立人が申立期間

の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに保険料の納付をうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



千葉厚生年金 事案 871 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年 11 月５日から 44 年１月 24 日まで 

    私は、申立期間については、Ａ社に勤務し、継続して厚生年金保険に

加入していたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の記録、事業所保管の労働者名簿により、申立人が申

立期間においてＡ社に勤務していたことは確認できる。 

   しかしながら、社会保険事務所が保管する当該事業所の被保険者名簿を

確認したところ、被保険者は資格取得日順に記載されており、整理番号に

欠番が無い上、申立人については、昭和 44 年１月 24 日資格取得、51 年

４月 27 日資格喪失と、社会保険庁のオンライン記録と一致した記載とな

っている。 

また、申立人は、「入社後、主人の健康保険被保険者証を使用しており、

すぐに、健康保険の申請をしないよう会社へ申し出ていました。」と証言

していることから、申立人は、申立期間当時、健康保険に加入することを

希望せず、その結果、健康保険と一体加入である厚生年金保険についても、

被保険者資格を取得しなかったものと推認できる。 

さらに、事業主は、申立人の厚生年金保険の適用、厚生年金保険料の控

除の状況については、不明と回答している。 

 このほか、申立人が申立期間において、事業主により厚生年金保険料を

控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は

無い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年４月から同年９月まで 

             ② 昭和 49 年 10 月から 50 年９月まで 

             ③ 昭和 50 年 10 月から 51 年２月まで 

             ④ 昭和 51 年３月から同年７月まで 

    社会保険庁の記録では、Ａ社からＢ社に出向していた期間の標準報酬

月額が昭和 49 年４月から同年９月までの期間が 14 万 2,000 円、49 年

10 月から 51 年２月までの期間が 18 万円、本社に異動後の昭和 51 年３

月から同年７月までの期間が 20 万円と記録されているが、本社に保存

されている人事記録によれば、49 年４月から同年９月までの期間は 15

万円、49 年 10 月から 50 年９月までの期間は 19 万円、50 年 10 月から

51 年２月までの期間は 22 万円、また、本社に異動後の 51 年３月から

同年７月までの期間は 22 万円となるはずであり、標準報酬月額の記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の保存する人事記録には、申立期間のうちＢ社における昭和 49

年４月１日、50 年４月１日、同年９月１日及び同社本社異動後の 51 年３

月１日、同年４月１日、同年５月２日時点での基準内賃金額（基本給額及

び手当額）の記載があり、申立期間の申立人の給与の基本給額は推認でき

るが、給与明細書等の関連資料が存在しないことから、申立期間に係る厚

生年金保険料控除額及び賃金総額を確認することができない。 

また、事業主は、申立期間当時の賃金台帳、源泉徴収簿等の関係資料の

保存が無く、申立人の標準報酬月額の算出状況について不明としているほ

か、申立人と同種・同一賃金の労働者の存在についても確認できないと回

答しており、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除や、標準報酬月額の算出状況について確認できる関連資料及び供述を得

ることはできない。 



さらに、申立人の申立期間に係る社会保険庁の記録と、社会保険事務所

が保管している当該事業所の被保険者名簿の標準報酬月額の記録は一致し

ており、申立人の標準報酬月額に訂正等の不合理な点は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年６月１日から 43 年 10 月 20 日まで 

    私は、昭和 36 年６月１日から 43 年 10 月 20 日までＡ社に勤務してい

たが、その期間の厚生年金保険加入記録が無いのは納得できないので、

記録の訂正をしてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の当時の業務内容等について具体的な記憶から、申立人が申立期

間において、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、当該事業所は、社会保険事務所の記録では、申立期間に

おいて厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、商業登記簿謄本、電話帳及びインターネットの検索によっても、

申立てに係る会社の存在及び連絡先が確認できない上、申立人も当時の同

僚の連絡先を把握していないことから、厚生年金保険の適用等について、

事業主及び当時の同僚に照会することができない。 

さらに、雇用保険の加入記録においても、申立人が当該事業所に勤務し

ていたとの記録は無く、申立人が申立期間において、事業主により厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資料及び

周辺事情は無い。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案874  

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年５月１日から同年８月８日まで 

② 昭和45年８月11日から46年３月21日まで 

    私は、昭和45年２月にＡ社を退職し、それまでの厚生年金保険加入期

間分の脱退手当金を45年４月に請求し、同年６月に受給した。受け取っ

たお金で当時３万円くらいのカメラを購入したので良く覚えている。同

年５月に別の事業所に就職した後、同年８月から再び、Ａ社に就職し、

46年３月に退職したが、このときは脱退手当金の請求はしなかった。 

今回、ねんきん特別便が送られてきて確認したところ、再就職後の期

間についても脱退手当金が支給されていることになっているのを知った

が、受給していないので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、社会保険庁の記録上、申立期間と合算して脱退手当金が支給

されたこととなっている申立期間以前に勤務した期間の脱退手当金を申立

期間以前に受給したと主張しているが、申立期間以前に脱退手当金の支給

記録は無いほか、脱退手当金を受給していたことをうかがわせる事情は無

く、申立人の主張は不自然である。 

   また、社会保険事務所が保管するＡ社の申立人に係る被保険者原票には、

脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、同一の

厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されている申立期間とそれ以前

の期間を支給期間とした脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに、申立

期間の脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 875 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年１月 21 日から 42 年 12 月 30 日まで 

 私は、申立期間以前に勤務していた昭和 35 年４月から 40 年４月まで

の厚生年金保険加入期間について、３万円前後の脱退手当金を受給した

が、申立期間の脱退手当金は受給していない。社会保険庁の記録では、

双方の期間の脱退手当金が一緒に支給されているとのことだが、納得で

きない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年４月にＡ社を退職した際に、過去の厚生年金保険

加入期間を含め、３万円前後の脱退手当金をもらったと主張しているが、

脱退手当金を支給する場合、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間を

その計算の基礎とするものであるところ、申立人の脱退手当金は、申立て

に係るＢ社を含む全厚生年金保険被保険者期間を基礎として計算されてお

り、その支給額は申立人が受給したとする額とほぼ一致し、申立人が申立

期間を含む脱退手当金を受給していることは明らかである。 

また、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたことを示す

「脱」の表示が確認できる上、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無い

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、申立期間に係る脱退手当金を受給した

記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 876  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者であったことを認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年１月５日から同年９月５日まで 

    私は、厚生年金保険被保険者証を２枚保管しているが、１枚は生年月

日が昭和 16 年 11 月 17 日と誤って記載されていたこともあり、私も履

歴書には 33 年３月に中学校卒業と誤って記載していた。そして、もう

１枚は資格取得日が 34 年１月５日と記載されているのに、社会保険庁

の記録では同年９月５日になっていることに納得がいかないので、再

調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が保管する「被保険者台帳の記号番号：Ａ（数字）」と記載のあ

る厚生年金保険被保険者証の資格取得日が、昭和 34 年１月５日と記載さ

れていることからＢ社における厚生年金保険の資格取得日を、厚生年金保

険被保険者証の資格取得日に訂正するよう申立人は求めている。 

しかしながら、申立人が卒業したＣ県Ｄ市立Ｅ中学校の資料から、申立

人が昭和 34 年３月 18 日に卒業したことが確認でき、申立人も中学校の在

学中及び卒業直後は働いていないと述べている。 

また、社会保険事務所が保管する厚生年金保険被保険者台帳記号番号払

出簿及びＢ社の厚生年金保険被保険者名簿の資格取得日は、昭和 34 年９

月５日と記載されており、社会保険事務所における記録管理に不自然な点

は認められない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めることはできない。 

なお、申立人が保管する厚生年金保険被保険者証の資格取得日を、申立

人が昭和 34 年１月５日と誤認した可能性も否定し得ない。 



千葉厚生年金 事案 877  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年７月１日から９年４月 15日まで 

平成８年７月から９年３月まで、私の夫は、約 50 万円以上の月給をもら

っていたが、標準報酬月額が９万 2,000 円となっているので、給与相当の

標準報酬月額に訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

平成９年４月 15 日より後の同月 18 日付けで、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額について、47 万円から９万 2,000 円に遡及
そきゅう

して減額処理が行われて

いることが社会保険事務所の記録により確認できる。 

 しかしながら、申立人は、申立期間当時、Ａ事業所の事業所長として、当

該事業所に在職し、厚生年金保険の被保険者であったことが、当該事業所の

回答及び同僚の供述により認められる。 

また、申立人が亡くなっているため、本人の供述を得られず、事業所の回

答及び同僚の供述からは、事業所長であった申立人の当該遡及訂正処理につ

いての関与を否定する事情も見当たらないことから、申立人が当該遡及訂正

処理に関与していたと考えるのが相当である。 

 これらの事情を総合的に判断すると、Ａ事業所の事業所長であった申立人

が自らの標準報酬月額の減額処理に関与しながら当該訂正処理が有効なもの

ではないと主張することは信義則上許されず、申立人の厚生年金保険の標準

報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 878 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者であったことを認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37年４月１日ごろから 40年６月 30日ごろまで 

年金記録を確認したところ、申立期間については、厚生年金保険に加入

した記録が無いとの回答を得たが、私は、昭和 37 年４月１日ごろから 40

年６月 30 日ごろまでＡ事業所に勤務していたので、申立期間について被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主の息子の証言により、申立人がＡ事業所に勤務していたことは確認

できる。 

しかし、申立期間当時、Ａ事業所は、従業員の人数にかかわらず厚生年金

保険の強制適用事業所には該当しない業種であることから、当該事業所は強

制適用事業所ではなかったものと推認できる。 

また、事業主の息子は、「当該事業所は厚生年金保険に加入していなかっ

た。」と証言している上、社会保険事務所の記録でも、厚生年金保険の適用

事業所としては確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間は申立人が厚生年金保険の被保険者となることができない期間であっ

たことから、申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者であった

ことを認めることはできない。 

 



千葉厚生年金 事案 879 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から同年６月１日まで 

私は、昭和 45 年４月１日から 46 年４月１日までの１年間、Ａ事業所

（現在は、Ｂ事業所）で働いていた。ねんきん特別便によると、45 年４月

１日から同年６月１日までの２か月間が厚生年金保険に未加入となってい

るが、45 年４月１日から年金に加入（資格取得）しているとのＡ事業所の

証明書があるので、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言により、申立人が申立期間においてＡ事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所から提出された失業保険被保険者資格取得確認通知書

の写しにより、事業主が申立人の失業保険の被保険者資格取得日を昭和 45

年６月１日として届け出たことが確認できる上、公共職業安定所が保管する

雇用保険の加入記録においても、同日に資格取得していることが確認でき、

厚生年金保険の被保険者資格取得記録とも符合する。 

また、申立人と同様に、当該事業所において昭和 45 年６月１日に厚生年

金保険の被保険者資格を取得した３人から雇用時期を聴取した結果、いずれ

も同年２月又は同年３月ごろから働いていたと説明していることから、当該

事業所では、申立期間当時、従業員を雇用してから一定期間経過後に厚生年

金保険の加入手続を行なっていたことがうかがえる。 

さらに、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金被保険者名簿を縦覧

した結果、申立期間において健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の名

前は無い。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

なお、Ａ事業所では、申立人に交付した事業所長名の資格取得の証明書

（平成 19 年７月 25 日付け）について、当時の関係資料は既に無いことから、

当時の職員の口頭証言に基づき作成したものであると説明しており、申立人



が勤務していたことを推認できる資料ではあるが、申立期間における保険料

控除を推認できる資料とは認められない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



千葉厚生年金 事案 880 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 12月 31日から 45 年３月１日まで 

私は、Ａ社に昭和37年に入社し、同社が45年２月27日に倒産したことに

より、同月28日に退職したが、同月分まで社会保険料は給与から控除され

ており、厚生年金保険の被保険者資格喪失日が44年12月31日となっている

ことは、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の証言により、申立人が昭和 45 年２月末日までＡ社に勤務してい

たことは推認できる。 

また、雇用保険の加入記録では、事業所名は不明であるが、事業所番号か

らＢ公共職業安定所管内の事業所における「昭和 37 年１月５日資格取得、

45 年２月 28 日離職」の記録が確認でき、同公共職業安定所はＡ社のあった

Ｃ区を管轄していることから、当該事業所の雇用記録であると推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録により、Ａ社は昭和44年12月31日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなっていることが確認でき、社会保険事務所の保

管する当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同日に資格

喪失している者が申立人を含め15人いることが確認できる。 

また、当該事業所は既に解散し、元事業主に聴取しても明確な証言は得ら

れず、申立期間当時の申立人の勤務実態が不明である上、このほかに申立人

の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



千葉厚生年金 事案 881 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂

正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年８月１日から同年 12 月１日まで 

    私の平成７年８月１日から同年 12 月１日までの標準報酬月額の記録

が実際の給与とは異なっており、当時の給与の月額は 55 万円ぐらいだ

ったので、訂正願いたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成７年 12 月１日に解散を理由に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっているところ、社会保険庁のオンライン記録により、８年６月

28 日付けで申立人の当該事業所における申立期間に係る標準報酬月額の

記録が、56 万円から 17 万円に遡及
そきゅう

して訂正されていることが確認できる。 

しかし、申立人は、当該事業所の商業登記簿により、当該事業所の代表

取締役であったことが確認できる。 

また、申立人は、「社会保険料の滞納は無く、当該減額訂正に関与して

いない。」と主張しているが、社会保険事務所では、「標準報酬月額の訂

正処理を行う場合、会社の代表者印が押された届書でなければ受け付けな

い。」と回答しており、申立人は、「代表者印を自分で保管していた。」

と認めていることを踏まえると、代表取締役である申立人が当該標準報酬

月額の遡及訂正処理に関与していなかったとは認め難い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

代表取締役である申立人が、自らの標準報酬月額の訂正処理に関与しなが

ら、当該処理が有効なものでないと主張することは、信義則上許されず、

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録の訂正する必要は認められな

い。 


